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消費税こそ国民負担を強める不公平悪税です 

■「消費税は社会保障財源」とはウソです。 

独占大企業や超富裕層を優遇すために、 

社会保障を壊し、中小零細経営をつぶし、 

労働雇用を不安定にし、自治体財政を困難にする悪税です。 

 ■しかし「ウソも１００回つけば本当になる」のであり、 

   マスコミも含めて「消費税は社会保障財源」論は 

極めて根強いものです。 

 ■「減税財源論」も含めて、しっかり事実をつたえていきましょう！ 

 

※社会民主党自治体議員団ではブックレット『自治体から見た消費税』を発行していま

す。このレポートはその要約版といえます。詳しくはブックレットをご覧ください。 

                                （山田） 
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社会保障財源どころか、逆に社会保障をつぶします 

 消費税は、医療・介護経営では患者や利用者に転嫁できません。これ自体は悪い

ことではありません。しかしそのことにより、還付制度がない医療・介護経営を確

実に困難にさせています。 

 

 

したがって、医療・介護の小さい経営から倒産・休廃業が多くならざるを得ません。

ここでも消費税廃止に向けての国からの還付制度が必要です。負担がかかるばかりで

は、自治体当局も公立の医療・介護などを統廃合したくなります。戦後最多に病床が

削減され医療・介護経営が休廃業しています！ 

つぶれている医療・介護経営 
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①  消費税は社会保障の性格を歪め、営利優先にします！ 

消費税負担が大きい医療・介護では、社会保障の性格を後退させ営利優先に変え

ていきます。社会保険を使わないで消費税も患者・利用者に転嫁できる保険外の差

額ベッドなどの自由診療・混合介護サービスに向かわせます。 

 

 

 

③ しかも消費税財源を使って、病院・病床削減をしています！ 

しかも、病院や病床を削減させると消費税の財源から交付金を出す悪質な仕組み

があるのです。２０２１年度からの、「病床機能再編支援給付金」で、多くの病院と

病床が減らされてきたのです。 

 このことは、消費税は、社会保障をつぶす財源であることを典型的に明らかにし

ています。 
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病院内の病床を削減、または統廃合で病床を削減すると消費税から交付金が… 

 

 

 

廃院の債務の利子補給を消費税で行う   病床稼働率が高いほど削減した時の 

交付単価が高くなる！！ 
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２０２１～２３年度までで、消費税１６６．５億円をかけて、病床▲８，４６２

床を減らしました。この事実が国民に知らされていません！ 

 

②  消費税は自治体の財政負担となり福祉･教育を後退させます 

自治体は地方消費税の収入があるから財政が豊かになるのではありません。地方交

付税の交付自治体は全国の９６％(都道府県では東京のみ)に当たりますが、地方消費

税が収入になった分、地方交付税が相殺され、収入がプラスされません。 
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 さらに地域では最大の消費者と

なる自治体は、学校事業・社会福祉

事業・その他の施設管理などの消費

税負担があり、それらの負担により

財政上はマイナスとなるのです。 

 甲府市のような１９万人ほどの

自治体でも、約１４億円のマイナス

です。 つまり、自治体の公的な医

療・社会保障・教育予算を実質削減

させ、後退させるのです！ 

●このことで公的な社会保障が医

療・介護が、また公的教育が後退す

れば、するほど、それだけ国民の不

安は強まり、大企業の年金・医療・

学資の民間保険会社のための営利

市場がつくられるのです。 

 

 

⑤ 消費税は労働問題でもあります 

消費税は税制問題・社会保障切り捨て問題だけでなく、労働問題でもあります。 
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大企業にとって社

内の人件費・雇用人数

を減らし、子会社の下

請け・フリーランス・

派遣社員の雇用外注

化にすると、「仕入れ

額」として消費税負担

額を節約できるから

です。 

 

⑥ 消費税減税の財源はあります 

●本来税金は、法律として国会で議決しなければ、改定し増税などすることはできま

せん。しかし消費税は税率８％・１０％と決めれば、物価高騰で自動的に増税できま

す。それによって国は物価高騰では、消費税収入こそ伸び続けているのです。 

例えば米の価格が２倍に高騰すれば自動的に米の消費税分が２倍の増税となり、国

への税収も２倍となります。消費税が１０％になった２０１９年から見ても、米だけ

でなく消費価格全体の物価高騰で消費税だけでも約６兆円近くの税収増となってい

ます。この税収分こそ、まずは減税に使うべきです。 



8 

 

●軍拡予算も２０２２年度か

ら急激に約４兆円の軍拡増額

です。物価高騰期にも関わら

ず、今後は４３兆円を超える軍

拡のための増税まで計画され

ています。 

 物価高騰による消費税増税

分や軍拡予算を抑えるだけで

消費税減税ができます。 

●もっとも、逆進性の高い消費税制度そのものを廃止する財源もあります。税制民主

主義である累進課税制を１９７０年代に戻し、「一億円の壁」などの不公平税制を是

正すれば、５０兆円以上の財源もあるのです。働く所得より、株をいじって１００億

円も儲けていた方が優遇されるでしょうか！ 

  応能負担原則を踏みにじり、所得拡大の超富裕層の優遇税制にされています 

 

物価高騰ですから、まずは食料品の消費税からゼロに！ 

食料品関係店舗を守りながら食料品の消費税ゼロはできます！ 
 

食料品の消費税ゼロは直ちに行うべきです。しかし食料品を扱う飲食関係などの店

舗では仕入れにかかった消費税負担（国に納付）を消費者に転嫁できず、経営が厳し

くされます。 
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 そのため、食料品店舗の経営を困難にさせないために、食材は最初から消費税ゼロ

とする、免税基準を引上げる。国は輸出大企業に行っている消費税分の還付制度を食

料品関係店舗にも実施することなどです。やり方はいくらでもあるはずです。また、

新たな税負担や事務負担を強めるインボイス制度の廃止も当然です。中小零細経営を

守るためには所得税だけでなく、今後は法人税の累進課税制も行なうべきです。 

 世界では、すでに１００ヶ国以上が消費税・付加価値税の減税です。またイギリス

などは初めから食料品非課税･または減税ですから、日本で出来ないわけがありませ

ん。食料の非課税は、それだけ消費経済を活発にすることも考えるべきです。 

 

輸出企業に行っている還付制度を、食料品関係店舗にも実施を 

 

↓ 同様に… ↓ 

 

 

⑦ 輸出大企業は、「下請け泣かせ」「単価たたき」と 

消費税還付制度で「益税」にもなっています！ 

輸出品は外国から消費税を取れないとして、それまでの仕入れにかかった消費税

を全額、国から還付してもらっています。これによって輸出大企業は「下請けへの

単価たたき」などをしていますから、消費税で損をするばかりか、消費税でもうか

る「益税」ともなっているのです。 
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例えば山梨県忍野村のファナックは「税申告漏れ」や「イスラエル輸出で軍事品

加担では」ともされていますが、輸出による２８２億円の税務署からの消費税還付

があり、大月税務署は２９億円（2021年）の赤字です。 

 

●今年５月に「社会保障改革」（正しくは改悪）として、自民・公明・維新の実務者協

議が開かれ、保険料負担の「軽減」に向け、全国で１１万床の病床削減し、医療費を

１兆円削減するとの方針を共有しました。地域から病院と病床がなくなります。その

病床削減に消費税財源が使われようとしています。 

こんな悪政を、みんなで変えなければなりません！ 


